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抄録：【目的】本研究は、生活習慣改善のみの単独介入群と生活習慣改善+薬剤の併用介入群の費用対効果分

析を行った。【方法】対象集団は年齢が 30 歳以上 70 歳未満の日本の境界型糖尿病患者を想定した。日本

における境界型糖尿病集団の病勢経過をマルコフモデルで示した。コホート追跡期間は 5 年間、単独および

併用介入群をそれぞれ 1000 人設定し、マイクロシミュレーションによる費用対効果分析を行った。効果の評

価尺度は、2 型糖尿病診断までの QOL 調整無糖尿病生存年(QADFLY)とした。【結果】併用介入群は正常な

耐糖能に移行する割合が 1.2 倍増加、2 型糖尿病に移行する割合が 0.4 倍となった。QADFLY は単独介入

群が 4.0 年、併用介入群が 4.3 年、1QADFLY 延長するのに必要な費用は 215,900 円と推定された。【考察】

日本の境界型糖尿病患者に対し、食事療法、運動療法などの生活習慣改善の指導に加えて、適切な薬剤

の服用も糖尿病発症予防の一つの方法として検討に値すると考えた。 
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1. はじめに 
境界型糖尿病とは、血糖値が正常より高い状

態かつ糖尿病の診断基準に満たない状態であ

る。この状態においても心筋梗塞や脳血管障害等

の重篤な疾患を引き起こすリスクは高まる[1]。一

方、適切な生活習慣改善（食事療法や運動療法

など）や薬剤による予防的介入により、2 型糖尿病

への進行を抑制できる[2]。 
本研究では、生活習慣改善のみの単独介入群

と生活習慣改善+薬剤の併用介入群の費用対効

果分析を行った。 
 

2. 方法 
本研究の対象集団は、年齢が 30 歳以上 70 歳

未満の日本の境界型糖尿病患者を想定した。境

界型糖尿病集団の病勢経過をマルコフモデル

（図）で示した。コホートの追跡期間は 5 年間とし、

モデルサイクルは 1 年とした。マルコフモデルの

状態として、境界型糖尿病、2 型糖尿病、正常な

耐糖能、死亡の 4 つを設定した。2 つの介入群の

症例数をそれぞれ 1,000 人とした。年齢と性別の

分布から無作為抽出した 1000 人に対し、患者別 

Fig.1 境界型糖尿病における単独介入（生活習

慣指導）と併用介入（生活習慣指導＋薬

剤）のマルコフモデル 



に遷移確率を変動させ、費用対効果分析を行っ

た。正常な耐糖能から境界型糖尿病への遷移確

率は国民健康栄養調査の報告[3]、境界型糖尿

病から正常な耐糖能および 2 型糖尿病への遷移

確率は無作為化比較試験［4］から引用した。さら

に各状態の死亡率は人口動態統計や公開されて

いるデータ[5]から推定した。費用は日本の医科保

険点数表（2018 年版）を参考として算出した。効

果の評価尺度は、2 型糖尿病が診断されるまでの

QOL 調整無糖尿病生存年(Quality-Adjusted 
Diabetes Free Life Year:QADFLY)とした。さらに

増分費用効果比(ICER: Incremental Cost-
Effectiveness Ratio)を算出して、単独介入群に対

する併用介入群の QADFLY を 1 年延長するの

に必要な費用を推定した。日本の費用対効果評

価の分析ガイドラインに基づき、費用と効果は年

間 2%の割引率を適用した。また、モデルの頑健

性を評価するため、一元感度分析を行った。 
なお、すべての分析は TreeAge Pro 2020 

(TreeAge,Williamstown, Massachusetts)を用い

て行った。 
 

3. 結果 
マイクロシミュレーションを行った結果、単独介

入群では、5 年以内に正常な耐糖能となった症例

の割合は 55.6% 、2 型糖尿病になった割合は

14.3%であった。一方、併用介入群では、68.1%の

患者が正常な耐糖能となり、5.7%が 2 型糖尿病に

なった。次に費用対効果分析の結果は、単独介入

群の費用は 730,500円に対し、併用介入群の費用

は 794,800 円であった。また、単独介入群が 4.0 
QADFLY であったのに対し、併用介入群が 4.3 
QADFLY を得られた。併用介入群が単独介入群

と比較して 0.3QADFLY 増加した。単独介入群と

比較し た併 用 介 入 群 の ICER は 215,900 円
/1QADFLY であった。 

 
4. 考察 

日本において 2 型糖尿病に進行するリスクのあ

る患者への早期薬物療法は 5％との報告があり

[6]、実臨床ではほとんど行われていないのが現

状である。そのため、本研究ではマイクロシミュレ

ーションを用いて、年齢と性別の分布を既存の臨

床試験から推定し、その分布から無作為抽出した

患者別に遷移確率を変動させたことに意義があ

る。 
本研究では、QADFLY を 1 年延ばすためには

約 20万円を支出する結果となった。患者・医療

者・保険者のそれぞれ価値観にもよるが、境界型

糖尿病患者に対し、生活習慣改善の指導に加

え、糖尿病治療薬の服用は一つの予防策として

考慮することもできると考えた。 
 

5. 結語 
日本における境界型糖尿病患者において、費

用対効果分析を行った結果、食事療法や運動療

法などの生活習慣改善の指導に加えて、適切な

薬剤の服用は、糖尿病発症予防の一つの方法と

して検討に値すると考えた。 
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